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再評価（再々評価）個表 

事 業 名 
和泉周辺地区 

地域居住機能再生推進事業 
事業主体 松山市 

施設･工区名等 市営住宅等 事業箇所 松山市和泉
い づ み

周辺地区 

事業主旨 
老朽化した市営住宅の建替えによって敷地の高度利用及び安全性の 

確保、居住水準の向上を図り、良質な公的賃貸住宅を供給する。 

再評価の 

実施理由 
「事業採択後５年が経過して継続中」の補助事業 

１．地域の概要 

松山市の中心市街地から南西に約３．１ｋｍに位置する和泉周辺地区内には、市営和泉

北団地、市営和泉西団地、市営和泉団地、市営西石井団地、市営市坪団地、市営市坪西団

地、市営椿野団地、市営小栗団地、県営和泉団地、県営西石井団地の計１０団地、１，１

３１戸の公的賃貸住宅が存在する。この内、当該事業において設定している重点整備地区

に存在する市営和泉北団地、市営和泉西団地、市営和泉団地については、昭和３９年から

４４年に建設された団地であり、管理戸数は５３７戸である。 

※戸数は、平成２７年度の事業採択時点。 

２．事業概要及び事業経緯 

事業採択 平成２７年 完成予定 令和７年 

用地着手 既存敷地を活用 工事着手 平成２８年 

全体事業費 ６，５１１百万円(うち用地費：０百万円) 

(1)事業概要 

市営住宅建替事業            

  第一和泉団地（旧和泉北団地）    

  和泉団地              

和泉西団地            

(2)事業経緯 

地域居住機能再生計画書策定  平成２７年度 

第一和泉団地建替基本計画策定 平成２７年度 

（旧和泉北団地） 

第一和泉団地建替工事着手   平成２８年度 

第一和泉団地建替工事完了   平成３０年度 
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３．事業の必要性及び整備効果等 

(１)事業の必要性  

当該事業において設定している重点整備地区にある市営和泉北団地、市営和泉西団地、

市営和泉団地は建設後４５年以上が経過し建物や設備の老朽化が進んでいるほか、浴室や

エレベーターが未設置など、建替えによる住環境の整備が必要となっている。 

(２)事業の整備効果  

◎安全性の確保 

今回の建替予定団地（和泉北団地、和泉西団地、和泉団地）は、新耐震基準となった昭

和５６年６月１日の建築基準法改正以前の建物であり、耐震性を有しない既存不適格の状

態になっている建物が存在する。今回の建替事業により、耐震性能を有した建築物となる

ことで、入居者の安全性を確保することができる。 

 

◎居住水準の向上 

 建替予定団地（管理戸数５３７戸）では、全ての部屋 

が、浴室を備えていない（風呂釜の設置スペースがない）状態だったが、建替えによって

改善される。 

 また、若年世帯や高齢者世帯、障がい者世帯など多様な階層が安心して暮らせるよう、

住戸内のバリアフリー化、エレベーターの設置や基準に基づく適切な設備が整備される。 

 

◎敷地の有効活用 

集約化により発生した余剰地について、市事業での活用や民間への売却などによる有効

活用を図る。 

 

(３)事業を巡る社会経済情勢等の変化  

公営住宅は戦後から高度成長期にかけて、量的な住宅供給施策がされてきた。その時期

に今回の建替予定団地も建設されていた。その後、一定の成熟を経て、居住環境の向上な

ど「質」の向上を図る施策へと社会情勢は転換されてきたところである。 

今回の建替事業の対象団地も入居者の約７割が高齢者と高齢化が進んでおり、バリアフ

リー化やエレベーターの設置の必要性が高まっているところである。 
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４．事業の進捗状況及び進捗の見込み 

(うち用地費) 

Ｒ元年度末投資事業費 

(  ０円) 

３，８９０百万円  

[進捗率：  － ％](事業費換算) 

[進捗率：５９．７％](事業費換算) 

(１)事業の進捗状況  

平成２７年度から和泉地区の市営住宅建替事業は開始しており、令和元年度には第一和

泉団地（１７７戸）の建替工事が完了した。 

当初の計画では、３つの団地の建替事業を重複しながら進捗することで、令和５年度ま

でに残りの２団地を含めて３団地が完了する計画だったが、事業の平準化や入居者との調

整・仮移転住居の確保などの要因等から、重複しながらの事業執行が困難であり、令和５

年度までの完了は見込めない状況となった。 

現在の事業完了時期は、３団地それぞれで建替えを行う計画から、２団地を集約建替え

による事業規模の見直しによる期間の短縮を行うことで、令和７年度を見込んでいる。 

(２)これまでの整備効果  

令和元年度に完了した第一和泉団地の建替えにより、管理戸数１７７戸に対する耐震性

の確保や居住水準の向上などに寄与することができた。 

(３)今後の事業進捗の見込み  

現在の計画から、規模の見直しで集約化による建替え実施を予定している第二和泉団地

（仮称）は、令和３年度からの実施を予定しており、令和７年頃までの事業実施を予定し

ている。 

 

市営住宅建替事業         現計画    見直し案 

 第一和泉団地（旧和泉北団地） １７７戸    １７７戸 

 和泉団地（第二和泉団地）   約８０戸   約１０８戸（集約） 

和泉西団地          約８０戸         

  合 計          約３３７戸   約２８５戸 
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５．事業の投資効果（費用対効果分析） 

（１） 費用便益比【国交省による貨幣換算シートによる算出。社会的割引率４％】 

 

●第一和泉団地１７７戸、和泉団地（和泉西団地）に集約して１０８戸建設 

（規模の見直し案） 

Ｃ：総費用＝７，３４２百万円 

   ・用地費      ９１８百万円 

   ・建設費    ２，８７１百万円 

    ・修繕費    ３，４６９百万円 

    ・その他事業コスト  ８４百万円 

  Ｂ：総便益＝７，０６９百万円 

    ・家賃     ５，９２４百万円 

    ・駐車場利用料   ３７４百万円 

    ・用地の残存価値  ４７４百万円 

    ・建物の残存価値  ２９７百万円 

Ｂ／Ｃ＝７，０６９百万円／７３４２百万円＝０．９６ 

６．コスト縮減や代替案立案等の可能性 

建替事業が完了している１団地において、複数充当の一括発注を実施した。 

残る２団地についても一括発注のほか、集約化による建替え等を検討する。 

７．そ の 他 

松山市公営住宅等長寿命化計画に基づき、優先的な建替として整理された和泉地区の市

営住宅の建替えを実施している。 

８．対応方針（素案） 

本事業を『規模の見直しによる継続』としたい。 
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１．地域の概要                          

 

松山市の中心市街地から南西に約３．１ｋｍに位置する和泉周辺地区内には、市営

和泉北団地、市営和泉西団地、市営和泉団地、市営西石井団地、市営市坪団地、市営

市坪西団地、市営椿野団地、市営小栗団地、県営和泉団地、県営西石井団地の計１０

団地、１，１３１戸の公的賃貸住宅が存在する。この内、当該事業において設定して

いる重点整備地区に存在する市営和泉北団地、市営和泉西団地、市営和泉団地につい

ては、昭和３９年から４４年に建設された団地であり、管理戸数は５３７戸である。 

※戸数は、平成２７年度の事業採択時点。 

 

 

 

第一和泉団地

和泉西団地

和泉団地

 

愛媛県全図 

和泉地区位置図 

重点整備地区詳細 

整備地区 



 6 

２．事業概要及び事業経緯                    

（１）事業概要 

  本事業開始時期の平成２７年度末時点で、松山市は５０団地、４，６４５戸の

市営住宅を管理していた。そのうち約６割が昭和３０年代から４０年代に建設さ

れており、一部では耐用年数を経過しているほか、約３割の住戸が耐用年数の半

分を経過し、老朽化が進んでいる状況だった。 

そのような中、「松山市公営住宅等長寿命化計画」を策定し、既存ストックの長

寿命化を図りつつ、ライフサイクルコストの縮減を図るため、修繕・改善・建替

を行っている。 

今回は、老朽化の著しい和泉地区の団地を建替え・集約し、耐震性の向上と住

環境の改善を図るものである。 

  【和泉地区市営住宅建替事業の概要】 

建替対象団地 建替前戸数 状 況 

第一和泉団地（旧和泉北団地） ２８５戸 建設済 

和泉団地  ８６戸 今後建替え 

和泉西団地 １６６戸 今後建替え 

合 計 ５３７戸  

 

（２）事業経緯 

   地域居住機能再生計画書策定          平成２７年度 

第一和泉団地（旧和泉北団地）建替基本計画策定 平成２７年度 

第一和泉団地建替工事着手           平成２８年度 

第一和泉団地建替工事完了           平成３０年度 

【旧和泉北団地（建替前）】          【和泉西団地】 

 

 

 

 

 

 

 

【第一和泉団地（建替後）】          【和泉団地】 
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３．事業の必要性及び整備効果等                  

（１）事業の必要性 

重点整備地区である市営和泉北団地、市営和泉西団地、市営和泉団地は建設後

４５年以上が経過し建物や設備の老朽化が進んでいるほか、浴室やエレベーター

が未設置となっているなど、建替えによる住環境の整備が必要となっている。 

 

 

（２）事業の整備効果 

◎安全性の確保 

今回の建替予定団地（和泉北団地、和泉西団地、和泉団地）は、新耐震基準と

なった昭和５６年６月１日の建築基準法改正以前の建物であり、耐震性を有しな

い既存不適格の状態になっている建物が存在する。今回の建替事業により、耐震

性能を有した建築物となることで、入居者の安全性を確保することができる。 
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◎居住水準の向上 

   建替予定団地では、管理戸数５３７戸の全ての部屋が、浴室を備えていない（風

呂釜の設置スペースがない）状態だったが、建替えによって改善される。 

 また、若年世帯や高齢者世帯、障がい者世帯など多様な階層が安心して暮らせ

るよう、住戸内のバリアフリー化、エレベーターの設置や基準に基づく適切な設

備が整備される。 

 

  

 

◎敷地の有効活用 

集約化により発生した余剰地について、市事業での活用や民間への売却などに

よる有効活用を図る。 

 

 

（３）事業を巡る社会経済情勢等の変化 

公営住宅は戦後から高度成長期にかけて、量的な住宅供給施策がされてきた。

その時期に今回の建替予定団地も建設されていた。その後、一定の成熟を経て、

居住環境の向上など「質」の向上を図る施策へと社会情勢は転換されてきたとこ

ろである。 

今回の建替事業の対象団地も入居者の約７割が高齢者と高齢化が進んでおり、

バリアフリー化やエレベーターの設置の必要性が高まっているところである。 
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◎敷地の高度利用により住棟の再編を実施し、敷地の有効活用と団地周辺の居住環境

の向上を実現 

 

◎画一的で狭小な間取りから、居住面積を広げつつ複数の住戸タイプを用意すること

で多様なライフスタイルへの対応が可能に 

旧和泉北団地（建替前） 第一和泉団地（建替後） 

4 号棟 

3 号棟 

2 号棟 

1 号棟 

棟数（戸数） 10棟（285戸） 

構造（階数） RC造（4階） 

       CB造（2階） 

駐車場    なし 

棟数（戸数） 4棟（177戸） 

構造（階数） RC造（6・8階） 

駐車場    149区画 
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４．事業の進捗状況及び進捗の見込み                    

 

（１）事業の進捗状況 

平成２７年度から和泉地区の市営住宅建替事業は開始しており、令和元年度に

は第一和泉団地（１７７戸）の建替工事が完了した。 

当初の計画では、３つの団地の建替事業を重複しながら進捗することで、令和

５年度までに残りの２団地を含めて３団地が完了する計画だったが、事業の平準

化や入居者との調整・仮移転住居の確保などの要因等から、重複しながらの事業

執行が困難であり、令和５年度までの完了は見込めない状況となった。 

現在の事業完了時期は、３団地それぞれで建替えを行う計画から、２団地を集

約建替えによる事業規模の見直しによる期間の短縮を行うことで、令和７年度を

見込んでいる。 

 

全体事業費（見直し案） ６，５１１百万円 

前年度末投資事業費 ３，８９０百万円 

進捗率 ５９．７％ 

 

（２）これまでの整備効果 

令和元年度に完了した第一和泉団地の建替えにより、管理戸数１７７戸に対す

る耐震性の確保や居住水準の向上などに寄与することができた。 

 

（３）今後の事業進捗の見込み 

現在の計画から、規模の見直しで集約化による建替え実施を予定している第二

和泉団地（仮称）は、令和３年度からの実施を予定しており、令和７年頃までの

事業実施を予定している。 

 

※規模の見直しの経緯 

現在の計画では、３団地を建替事業を実施予定としている。現在、第一和泉

団地の建替事業は完了したが、残り２団地を実施した場合、建替事業期間が約

８年となり、騒音・振動や通行規制など生活環境における和泉地区の住民負担

は大きくなっている。 

また、松山市役所内においても公共施設マネジメントの観点から、施設量の

削減を全庁的に実施する方針となっており、可能な限り施設の集約化が必要と

なっている。 

それらの状況を総合的に判断して、現在の２団地建替から１団地の集約建替

えに規模を見直したいと考えている。 
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【規模見直し案】 

 

団地名 建替前戸数 
建設戸数 

現計画 規模見直し案 

第一和泉団地（旧和泉北団地） ２８５戸 １７７戸 １７７戸 

和泉団地  ８６戸 約８０戸 
１０８戸 

（集約） 
和泉西団地 １６６戸 約８０戸 

合 計 ５３７戸 約３３７戸 ２８５戸 
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５．事業の投資効果（費用対効果分析）               

（１）費用便益分析の算定条件 

本事業の投資効率を評価するため費用便益手法を用いることとし、評価手法

は、平成２８年３月に国土交通省が見直しを行った「公営住宅整備事業に係る

新規事業採択時評価手法」に基づいて行うこととする。 

この評価手法では、費用便益比（Ｂ／Ｃ）≧０．８が目標値となっている。 

 

（２）総費用の算定 

   総費用の算定は、公営住宅整備事業のうち共同施設等（児童遊園、集会所、広

場及び緑地、通路）を除く公営住宅の整備に要する費用を対象とする。 

   全体事業費については、「用地費」「建設費」「修繕費」「その他の事業コスト（設

計費・事務費）」から構成される。 

これら施設整備に要する期間と７０年（公営住宅法施行令第１３条に定める耐

火構造住宅の耐用年限の終了年まで）を評価期間とし、各年次毎に算定された事

業費に対して、各団地の建設年度を基準年度として社会的割引率（４％）を用い

て現在価値化し、それらを合計したものが総費用となる。 

    

 

（３）総便益の算定 

   総便益の算定は、次の「①公営住宅における家賃収入」「②公営住宅における駐

車場収入」「③建物の残存価値」「④用地の残存価値」の４項目を対象とし、余剰

地等における売却益や地代等の収入は範囲に含めない。各団地の供用開始年度か

ら検討期間（７０年間）に発生する便益を各年次毎に算定する。 

   これら、各年次毎に算定された各便益を、各施設の整備完了年度を基準年度と

して、社会的割引率（４％）を用いて現在価値化し、それらを合計したものが総

便益となる。 

 

 ＜各便益項目の概要＞ 

  ①公営住宅における家賃収入 

    市場家賃相当額として、公営住宅法第１６条に規定する近傍同種の住宅の家

賃（以下、「近傍同種家賃」という）を適用して算定する。 

    具体的には、不動産鑑定評価基準の積算法を参考に規定されており、対象不

動産の価値を表す基礎価格に想定利回りを乗じて、必要経費を加算する方法に

なっている。 

 

近傍同種家賃＝基礎価格×利回り＋償却額＋修繕費＋管理事務費 

＋損害保険料＋公課＋空家等引当金／１２ 
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項 目 内 容 算出方法 

基礎価格 建物部分及び敷地の時価 推定再建築費－毎年の減価累計額 

利回り 建物部分及び敷地の期待利回り ３％（毎年の国交省告示） 

償却額 建設費用の減価償却費相当額 （建設費－残存価額）／70 年 

修繕費 住宅修繕の見込額 推定再建築費×0.012 

管理事務費 住宅管理事務費の見込み額 推定再建築費×0.0015 

損害保険料 損害補填するための損害共済基金分担費 市加入の損害共済の基金分担額 

公課 固定資産税相当額 基礎価格×固定資産税率 

空家等引当金 空家等による損失補填のための引当金 上記で算出合計額に0.02を乗じた額 

 

      

【1戸当たりの年間の近傍同種家賃額】 

項目 
見直し案 

第一和泉 第二和泉 

基礎価格×利回り   570,488   640,700 

償却額   171,531   204,823 

修繕費   183,710   215,064 

管理事務費    22,964    26,883 

損害保険料     1,684     1,971 

公課   137,247   158,559 

空き家等引当金    21,753    24,960 

合 計 1,109,377 1,272,960 

 

②公営住宅における駐車場収入 

    近傍同種の月極駐車場を基に１区画利用料を算出し、整備区画数に応じ算出

する。 

                ＝         ×    

 

 

項目 
見直し案 

第一和泉 第二和泉 

１区画利用料   5,493   5,493 

整備区画数 149 102 

年間駐車場収入 9,821,484 6,723,432 

合 計 16,544,916 

 

1区画利用料 整備区画数 公営住宅における駐車場収入 
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③建物の残存価値 

建設費の２割を残存価値として、評価対象期間の終了年の翌年に計上する。 

 

④用地の残存価値 

評価時点の価格を残存価値として、評価対象期間の終了年の翌年に計上する。 

 

 

（４）費用便益比の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     【見直し案】費用便益比 ＝ 70.69／73.42 ＝ 0.96 

 

 

（２）その他 

 その他、今回の算出で活用した「公営住宅整備事業に係る新規事業採択時評価手法」

では、貨幣換算されていないが、事業を実施することで次の効果がある。 

 ・耐震性能を有した建築物になることでの安全性の確保 

 ・浴室整備やエレベーター設置など入居者が安心して暮らせる設備整備による居住

水準の向上 

 ・（見直し案の場合）集約化で生じた余剰地約 10,000㎡の敷地の有効活用が可能と

なる。 

 

 項目 規模見直し案 

便 

 

益 

公営住宅における家賃収入 59.24億円 

公営住宅における駐車場収入 3.74億円 

建物の残存価値 2.97億円 

用地の残存価値 4.74億円 

合  計 70.69億円 

費 

 

用 

用地費 9.18億円 

建設費 28.71億円 

修繕費 34.69億円 

その他の事業コスト 0.84億円 

合  計 73.42億円 
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６．コスト縮減や代替案等の可能性                 

建替事業が完了している１団地において、複数住棟の一括発注を実施した。 

残る２団地についても一括発注のほか、集約化による建替え等を検討する。 

 

 

７．そ の 他                          

平成２３年３月に策定し、令和２年２月に改定した「松山市公営住宅等長寿命化計

画」に基づき、優先的な建替として整理された和泉地区の市営住宅の建替えを実施し

ている。 

 

８．対応方針（素案）                       

・本事業は、住宅困窮者の居住の安定のために必要な市営住宅の整備に関する事業で

あり、建替えを実施することで、市営住宅の安全性の確保、エレベーターや浴室の設

置など居住水準の向上に寄与するものである。 

 

・「公営住宅整備事業に係る新規事業採択時評価手法」に基づき算出した費用便益比は、

国土交通省が目標としている０．８以上を達成しており、評価算定に含まれない安全

性の確保や居住水準の向上も含めて、総合的に整備効果が期待できる事業である。 

 

・現在、和泉団地・和泉西団地をそれぞれ２団地建替える計画だが、騒音・振動や通

行規制など生活環境における和泉地区の住民負担や、公共施設量の削減を全庁的に実

施する方針などを踏まえ、２団地から１団地の集約建替えに規模を見直したいと考え

ている。 

なお、集約時には最大で約１０８戸建設可能だが、実際の建替戸数については、現

入居者の状況等を踏まえて検討することとする。 

 

 

以上から、当該事業を『規模の見直しによる継続』としたい。 
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９．事 業 概 要 対 比 表 

 

和泉周辺地区 

地域居住機能 

再生推進事業 

新規採択時 

評 価 

平成２７年度 

再評価 

(事業採択後 5 年) 

令和２年度 

再々評価 

(再評価実施後５年) 

令和○○年度 

前回評価から 

の変更理由 

事

業

概

要 

計画延長等 

（ｋｍ） 
－ －   

総事業費 

（百万円） 
8,518 6,511   

投資事業費 

（百万円） 
 3,890   

進捗率 

（％） 
 59.7   

完成予定 

年度 
令和 5年度 令和 7年度   

事

業

の

投

資

効

果 

Ｂ／Ｃ － 0.96   

総費用Ｃ 

（百万円） 
－ 7,342   

総便益Ｂ 

（百万円） 
－ 7,069   

・再評価実施毎に適宜列を追加して作成すること 

・変更理由については、内容が分かるように記載すること。 


